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痴呆性高齢者グループホームにおける夜間及び深夜の勤務の取扱いについて 

（疑義回答） 

 

 

 

標記について、下記のとおり疑義回答を示すので、管内関係事業者に周知されたい。な

お、本通知については、労働基準局とも協議済みである旨、申し添える。 

 

 

記 

 

 

問 痴呆性高齢者グループホームは、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護従業者

に宿直勤務又は夜間及び深夜の勤務を行わせなければならないこととされ、また、夜間

及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせることは、

夜間ケア加算の算定要件ともされたところである。 

一方、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）においては、使用者は、労働時間が６

時間を超える場合においては少なくとも４５分、８時間を超える場合においては少なく

とも１時間の休憩時間を労働時間の途中に与えなければならないこととされている。 

以上を踏まえると、痴呆性高齢者グループホームにおいて、夜間及び深夜の時間帯を

通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるためには、夜間及び深夜の

勤務に従事する介護従業者を１人確保するだけでは足りず、夜間及び深夜の勤務に従事

する介護従業者を２人確保するか、夜間及び深夜の勤務に従事する介護従業者を１人、

宿直勤務に従事する介護従業者を１人確保することが必要となると解するがどうか。 

 

 



答 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令

第３７号）及び厚生労働大臣が定める基準（平成１２年厚生省告示第２５号）の中の痴

呆性高齢者グループホームにおける夜間及び深夜の勤務に係る規定の取扱いは、以下の

とおりである。 

 

① 痴呆性高齢者グループホームにおいて夜間及び深夜の勤務に従事する介護従業者に

は、労働基準法第３４条の規定に基づき、少なくとも１時間の休憩時間を労働時間の

途中に与えなければならない。 

 

② この場合において、次に掲げる条件が満たされていれば、夜間及び深夜の時間帯を

通じて１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせているものと取り扱って差

し支えない。 
 
「当該介護従業者は、休憩時間を事業所内で過ごすこと。仮に、当該介護従業者が休

憩時間中に当該事業所を離れる場合にあっては、あらかじめ、十分な時間的余裕を

もって使用者にその意向を伝え、使用者が当該時間帯に必要な交替要員を当該事業

所内に確保できるようにすること。」 

 

③ なお、痴呆性高齢者グループホームにおいては、夜間及び深夜の勤務に従事する介

護従業者が労働基準法に則って休憩時間を取得できるようにする必要があるが、労働

基準法第８９条において、休憩時間については就業規則に明記しなければならないこ

ととされているため、常時１０人以上の労働者を使用する痴呆性高齢者グループホー

ムにあっては、就業規則において、夜間及び深夜のうち休憩時間とする１時間以上の

時間帯をあらかじめ明示的に定めておく必要がある。就業規則において休憩時間を一

義的に定め難い場合にあっては、基本となる休憩時間として夜間及び深夜の時間帯の

うち休憩時間とする１時間以上の時間帯をあらかじめ明示的に定めるとともに、休憩

時間については具体的には各人毎に個別の労働契約等で定める旨の委任規定を就業規

則に設ける必要があり、さらに、個別の労働契約等で具体的に定める場合にあっては、

書面により明確に定めておく必要がある。なお、常時１０人未満の労働者を使用する

痴呆性高齢者グループホームにあっても、労働条件を明確化する観点から、就業規則

を作成することが望ましい。 

 

また、当該時間帯は当該介護従業者が就労しないことが保証されている時間帯であ

るが、仮に入居者の様態の急変等に対応して当該介護従業者が労働した場合には、当

該労働に要した時間に相当する時間を当該夜間及び深夜の時間帯の中で別途休憩時間

として取得する必要があるため、別途の休憩時間を取得した場合にはその旨を記録し

ておく旨の取扱いを定めておくことが望ましい。 


